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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
金属間化合物の部材又は金属の部材の、上金型と下金型とを有する高温鍛造金型において
、各金型部材（４）には常温で金型部材を遊びのある状態で囲む補強リング（７）が設け
られ、その補強リングにはそれぞれの金型部材（４）が加熱時の熱膨張により接触し、そ
してこの補強リングを介してそれぞれの金型部材（４）に圧縮応力が及ぼされ、金型部材
（４）はセラミックまたは黒鉛から成り、そして補強リング（７）は巻き付けられた繊維
を有する複合繊維材料から成ることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項２】
請求項１に掲げる鍛造金型において、それぞれの金型部材（４）の、又はそれぞれの金型
部材（４）と補強リング（７）、の膨張特性を考慮に入れ、遊びが常温で、鍛造温度にお
いて生み出される圧縮応力が予め定められる値になるように設計されることを特徴とする
、鍛造金型。
【請求項３】
請求項１または２に掲げる鍛造金型において、金型部材（４）が炭素粒子または炭素繊維
により強化されていることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項４】
請求項１から３のいずれかに掲げる鍛造金型において、補強リング（７）は巻き付けられ
た炭素繊維からなることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項５】
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請求項４に掲げる鍛造金型において、補強リング（７）は加熱された金型部材（４）が接
する内側の支えリング（９）を有することを特徴とする、鍛造金型。
【請求項６】
請求項５に掲げる鍛造金型において、内側の支えリング（９）は、巻き付けにより形成さ
れる炭素繊維から成る織地、編地又はその他の織物構造から成ることを特徴とする、鍛造
金型。
【請求項７】
請求項５または６に掲げる鍛造金型において、内側の支えリング（９）には、装入された
金型部材の保持のために半径方向内側に向いている１つまたは複数の突起（１１）が設け
られることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項８】
請求項７に掲げる鍛造金型において、少なくとも１８０°回り走行する縁側の突起（１１
）が設けられることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項９】
請求項５から８までのいずれかに掲げる鍛造金型において、内側の支えリング（９）の片
側底板（２０）が、少なくとも区画ごとに閉じられていることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１０】
請求項１から９のいずれかに掲げる鍛造金型において、金型部材（４）が相互に正しい相
対位置でもってプレス位置に運ばれることができるように、金型部材が重なるとき双方の
金型部材（４）に同時に作用する強制ガイド（１８）が設けられることを特徴とする、鍛
造金型。
【請求項１１】
請求項１０に掲げる鍛造金型において、強制ガイド（１８）は、相手側の金型部材のそれ
ぞれのボルト孔またはピン孔(１９)にはまり込む１本または複数本のボルトまたはピンか
ら成ることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１２】
請求項１１に掲げる鍛造金型において、強制ガイド(１８)は、黒鉛またはセラミックから
なり、又は黒鉛またはセラミックからなり炭素繊維を使用した炭素繊維または炭素織物で
強化されていることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１３】
請求項１から１２のいずれかに掲げる鍛造金型において、金型部材（４）は２個またはそ
れ以上の金型部材要素（５、６、２１、２２、２３）で構成することを特徴とする、鍛造
金型。
【請求項１４】
請求項１３に掲げる鍛造金型において、各金型部材要素（５、６、２１、２２、２３）は
常温で相互に適切な遊びを有することを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１５】
請求項１から１４のいずれかに掲げる鍛造金型において、金型部材要素（４）は、又は金
型部材要素（４）および金型部材要素（５、６、２１、２２、２３）は、少なくとも１つ
の連結機素を介して補強リング（７）に連結されることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１６】
請求項１５に掲げる鍛造金型において、連結機素は補強リング（７）、金型部材（４）、
または金型部材要素（５、６、２１、２２、２３）に設けられる適切な差し込み孔（１６
，１５）にはまり込む１つのガイドピン（１４）であることを特徴とする、鍛造金型。
【請求項１７】
請求項１から１６のいずれかに掲げる鍛造金型において、各金型部材（４）は複数の彫型
キャビティ（１０）を有することを特徴とする、鍛造金型。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、金属の部材、特に金属間化合物の部材の、上金型と下金型とを有する高温鍛
造金型に関する。
【背景技術】
【０００２】
【特許文献１】ＷＯ０２/４８４２０Ａ２
【０００３】
　高温鍛造では素材の整形は１０００℃を超える温度でおこなわれる。金属間化合物、た
とえば、ＴｉＡｌの部材の成形では金型温度は約１１５０℃になることもある。金属間化
合物のそのような部材の成形方法は、たとえば、特許文献１において知られている。その
ような素材からは、通常では従来の用途および航空機産業向けの、たとえば、航空機用ジ
ェットエンジンまたは定置用ガスタービンのタービン翼のための軽量化および高耐荷重性
の部材が製造される。鍛造金型としてはモリブデン合金製の金型が使用される。このモリ
ブデン合金は金型温度１１５０℃まで十分な耐熱性を有する。しかし、この耐熱性は狭い
寸法公差をもつ部材を仕上げるには不十分である。すなわち、切削による後加工および／
または電気化学的な後処理を必要とする余剰鍛造部材以外は製造できない可能性が大きい
。それに比べ、α－γ相での共融化合温度を超える温度領域、すなわち、温度１２００－
１３００℃またはそれ以上の温度での成形の方に利点があることが実証された。この成形
ではより高い寸法精度の部材を製造することができる。しかし、モリブデン合金の鍛造金
型はこの温度領域では使用できないので、この成形の場合は炭素系または珪素系のセラミ
ック製の鍛造金型を採用しなければならない。ところが、この場合、これらの金型素材は
金型鍛造時に必然的に発生する引張り応力に対して著しく弱いので、この種の鍛造金型の
耐久性には限界がある点が欠点である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　よって、本発明の課題は、１２００℃を超える温度、少なくとも１３００℃までの温度
での高温鍛造に使用でき、そして金型鍛造時に発生する応力、特に引張り応力に対する十
分な安定性を有する鍛造金型を提示することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この課題を解決するために、冒頭に述べた種類の鍛造金型において、各金型部材には常
温で金型部材を遊びのある状態で囲む補強リングが設けられ、その補強リングにはそれぞ
れの金型部材が加熱時の熱膨張により接触し、そしてこの補強リングを介してそれぞれの
金型部材に圧縮応力が及ぼされ、金型部材はセラミックまたは黒鉛から成り、そして補強
リングは巻き付けられた繊維を有する複合繊維材料から成ることが、提案される。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、１２００℃を超える温度、少なくとも１３００℃までの温度での高温
鍛造に使用でき、そして金型鍛造時に発生する応力、特に引張り応力に対する十分な安定
性を有する鍛造金型が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　本発明の各金型部材は、鍛造金型を囲む特殊な補強リングを有する。この補強リングは
常温で、すなわち、鍛造金型がプレスに装填されないで、加工温度に加熱された状態であ
るとき、金型部材を遊びのある状態で囲む。この遊びは、たとえば、１ミリである。これ
は、常温での金型部材と補強リングとの分離を可能にする。このことは、場合によっては
、金型部材を他の彫型キャビティをもつ他の金型部材への金型部材交換の際に必要である
。さて、この金型部材・補強リング仕組が加熱されると、金型部材は昇温時に補強リング
よりもはるかに大きく膨張する。補強リングの膨張率はそれがどのような材料または複合
材料から構成されているかによって、場合によっては、無視できる程度にとどまる。この
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結果、金型部材の熱膨張は、金型部材が周囲の補強リングに密着する状態をもたらす。こ
のことはさらにまた、補強リングがそれぞれの金型部材に圧縮応力を及ぼす結果をもたら
す。この圧縮応力は鍛造時に発生する引張り応力を減殺するように作用するか、または引
張り応力に逆方向に作用する。すなわち、この構造により、鍛造金型の寿命を大幅に伸ば
す結果をもたらすような特殊な応力減殺が生じる。
【０００８】
　この場合、本発明を発展させ、それぞれの金型部材そして、場合によっては、補強リン
グの膨張特性を考慮に入れ、遊びが常温で、鍛造温度において生み出される圧縮応力が予
め定められる値になるように設計される。すなわち、金型部材ならびに補強リング材料の
特定の材料パラメータを考慮に入れた適切な寸法設計により、発生する圧縮応力の大きさ
の非常に正確な調整をおこなうことができるのである。
【０００９】
　従って、鍛造時に発生する引張り応力も比較的正確に決定することができるので、常温
での遊びを考慮した金型部材および補強リングの適切な設計は可能であり、鍛造時に形成
される引張り応力の確実な相殺が可能となる。
【００１０】
　金型部材自体はセラミックまたは黒鉛により構成し、場合によっては、炭素粒子または
炭素繊維により強化される。これらの材料はα－γ相での共融化合温度を超える温度領域
での鍛造において必要である所定の高い鍛造温度に耐え、問題なく持久し、そして本発明
による補強リング使用により高温鍛造に使うことができる。
【００１１】
　補強リング自体は、本発明により、複合繊維材料、特に、加工時に中子に巻き付けられ
る炭素繊維から成る。炭素繊維は繊維方向において極度に小さい、場合によっては、マイ
ナスでさえある熱膨張係数を有する。繊維方向の適切な巻き付けないしは整列により、補
強リングは加熱されてもほとんど膨張を示さないコイル状の補強構造のリングとして製造
することができる。本発明の優れた展開の１つとして、補強リングはハイブリッド構造と
し、加熱された金型部材が接する内側の支えリングを有することが提案される。すなわち
、その場合、この補強リングは、巻き付けられた炭素繊維からなる補強リング外郭と加熱
された金型部材が密着する内側の支えリングとから構成される。この内側の支えリングは
、本発明により、製造の際に中子巻き付けにより形成される織物構造、特に、炭素繊維か
ら成る織地または編地から形成することができ、補強リング全体にかなり広い範囲の成形
可能性および造形自由度を与えるものである。というのは、繊維長手方向ないしは巻き付
け構造を横切る方向の強度ないしは機械的特性は大幅に劣化するので、巻き付けられた炭
素繊維から成る補強リング外郭に純粋の円筒形から外れるような対応の幾何形状を含める
こと、ないしは具体化すること、ないしは、たとえば、孔またはその他の形態で形成する
ことは困難であるからである。
【００１２】
　このことは、補強特性または圧縮応力生成特性を僅かしか持たず、もっぱら構造上およ
び幾何形状面の特質の実現化に寄与する内側の支えリングを設けることにより考慮される
。このため、加工時には支えリングの中子の回りに織り地または編み地の形態の織物構造
体が巻き付けられる。すなわち、ここには強力なまとまった繊維方向が無いということで
ある。この織物構造体の使用は、たとえば、突起またはアンダーカットないし切り欠きま
たは同様の形状を実現し、またはなんらかの理由で必要となる適切な孔などを設けること
を可能にする。
【００１３】
　上述のように、補強リングは、　-　以下にさらに述べるように　-　単体または複数片
とすることができる金型部材を常温で僅かの遊びをもって囲む。金型部材・補強リング仕
組の搬送中に金型部材が補強リングから抜け落ちることを防ぐために、内側の支えリング
には、装入された金型部材を保持するため、半径方向内側に向いている１つまたは複数の
突起が好ましくは少なくとも１８０°回り走行する縁部の形態で設けられる。金型部材は
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この突起に支えられ、そして妨げられ、そして、場合によっては、遊びがあるとき金型部
材要素は内側の支えリングに対し僅かであるが傾倒することにより、補強リングから抜け
落ちることはない。
【００１４】
　この鍛造金型が冷間-熱間工程技術に使われる限り、すなわち、鍛造金型がプレスから
取り出され、素材が装入され、しかるのち再びプレスに搬送され、そして加熱され、プレ
ス工程が終わると再びプレスから取り出される限り、内側の支えリングも金型部材の基本
形状に従い円筒形である。内側の支えリングは両側が開いているので、金型部材はそれぞ
れの彫型キャビティに向い合っている側が平坦になっており、それぞれのプレスパンチに
直に接する。しかし、本発明の鍛造金型は純粋の熱間工程技術専用として使うこともでき
る。この場合、鍛造金型はプレス内に残ったままである。すなわち、両方の金型部材はそ
れぞれのプレスパンチに固定的に連結される。
【００１５】
　そのような連結を可能にするために、そのような使い方に適した鍛造金型の場合では、
本発明に従い、支えリングの片側が、少なくとも区画ごとに閉じられている構造である。
すなわち、支えリングは、金型部材がその彫型キャビティが無い側で接している方の側に
おいて少なくとも区画ごとに閉じている面を有する。この面には適切な孔などを設けるこ
とができ、それらの孔などを通じて支えリングの固定が可能になり、そしてこの支えリン
グを通じて、補強リングも金型部材もそれぞれのプレスパンチ底への固定が可能となる。
【００１６】
　金型部材が相互に正しい相対位置でもってプレス位置に運ばれることができるように、
金型部材が重なるとき双方の金型部材に同時に作用する強制ガイドが設けられるという優
れた構成が提案される。これらの強制ガイドは、特に好ましい形態としては、相手側の金
型部材のそれぞれのボルト孔またはピン孔にはまり込む１本または複数本のボルトまたは
ピンから成る。その場合、たとえば、２本のボルトまたはピンを使用するとき両方のボル
トまたはピンは必ずしも同じ金型部材に設けなければならないということはない。それぞ
れの金型部材に１つのボルトを設け、そのボルトのそれぞれ向かい側に他の金型部材に対
応の収める孔を設けることも考えられうる。これらのボルトまたはピンも黒鉛またはセラ
ミック製とし、場合によっては、特に炭素繊維を使用した炭素繊維または炭素織物で強化
して、製造することが好ましい。
【００１７】
　すでに述べたように、金型部材を一体で構成することは可能であるが、金型部材は２個
またはそれ以上の金型部材要素で構成することも可能である。後者の方法は、金型部材を
開き、アンダーカット（切り欠き）が形成されている鍛造部品を離型できるようにする場
合に必要である。２つまたはそれ以上の金型部材は、それらが補強リングに装入されると
きに、それぞれの金型部材要素がそれらの要素を支えるために設けられる突起を介してそ
れぞれの内側の支えリングに接触するように補強リングに収められる。この補強リングへ
の収容のために、場合によっては、金型部材ないしは金型部材要素に突起がはまり込む適
切なアンダーカット（切り欠き）を形成してもよい。各金型部材要素も常温で相互に適切
な遊びを有するので、個々の金型部材要素は抵抗なく補強リング内に収まり、リング壁に
整合することができる。
【００１８】
　さらに、金型部材、場合によっては、金型部材要素は少なくとも１つの連結機素を介し
て補強リングに連結される構造とされるならば適切である。この連結機素はすでに述べた
突起と同様に一定の固定機能を有し、熱によって生じる半径方向の膨張運動の間における
部材の相互のガイドをおこなう機素としての役割を果たす。この種の連結機素は補強リン
グ、金型部材、または金型部材要素に設けられる適切な差し込み孔にはまり込む１つのガ
イドピンとすることが好ましい。
【００１９】
　説明の最後になったが、各金型部材は１つまたは複数の彫型キャビティを有する。その
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様態および大きさは製造しようとする鍛造部品によってそれぞれ異なる。
【実施例】
【００２０】
　本発明のその他の利点、特徴および詳細事項は以下に述べる実施例ならびに図面に明示
する。
図１　本発明による第１実施態様の上金型の断面図。
図２　所属の下金型の断面図。
図３　本発明による第２実施態様の上金型の断面図。
図４　図３の上金型の彫型キャビティ側を俯瞰できる平面図。
図５　所属の下金型。
図６　複数の彫型キャビティを有する第３の実施態様の鍛造金型の平面図。
【００２１】
　図１は本発明の鍛造金型１の上金型２を示し、図２は下金型３を示す。さらに、上金型
２は２つの金型部材要素５、６から成る金型部材４により構成される。さらに、上金型２
は外側の補強リング８と内側の支えリング９とから構成される補強リング７を有する。２
つの金型部材要素５、６から成る金型部材４はそのプレス側に高温鍛造で製造される成形
品の成形をおこなう彫型キャビティ１０を有する。図１は常温の状態にある上金型２を示
し、図２は加工温度１２００℃以上の状態にある下金型３を示す。
【００２２】
　図１に見るとおり、金型部材４は補強リング７に対し、この場合では支えリング９の円
筒状内壁に対し、ｄ≦１ｍｍの幅ｄの狭い隙間で図示されている僅かの遊びを有する。同
様にまた、２つの金型部材要素５と６とは、同様に示唆されている間隔ｄにより図示され
ているように、互いに僅かの遊びを有する。この遊びは支えリングに対する遊びと同じで
ある必要はない。いずれにしても、金型部材要素５、６はそれらの仕組みが常温の状態で
は補強リング７の中で弛んだ状態となる。
【００２３】
　支えリング９の中に挿入される金型部材４が上金型のハンドリング中に補強リング７か
ら落下しないように、内側の支えリング９は内側に向いている、保持フランジ形態の突起
１１を有する。この突起は３６０°または少なくとも１８０°回り走行する。この突起に
は金型部材要素５、６の縁部が乗る。金型部材要素５、６はその縁側に向いている突起が
はまり込む適切なアンダーカット（切り欠き）１２、１３を有する。さらに、支えリング
９を貫通しているガイドピン孔１５を通り、金型部材要素の片方、すなわち、金型部材要
素６の差し込み孔１６にはまり込むガイドピン１４が設けられる。このガイドピン１４は
一定の保持機能または支持機能を有すると同時に、主として膨張過程における金型部材要
素の半径方向ガイドの役割を果たす。これについてはさらに以下に述べる。
【００２４】
　金型部材要素５、６は１２００℃を超える鍛造温度において使用できるように選ばれる
セラミック製または任意の形態のセラミック・マトリックス複合材料とするのが好ましく
、それにより本発明の鍛造金型は１５００－２０００℃の温度でも問題なく使用が可能と
なる。
【００２５】
　補強リング７はそれ自体すでに述べたように補強リング外郭８と内側の支えリング９と
から成るハイブリッド構造である。補強リング外郭８は炭素繊維複合材料のリングから成
る。それらの繊維はそれらの繊維長手方向に整列され、加熱される上金型２において圧縮
応力を発生させ、この圧縮応力は金型部材４に作用を及ぼし、鍛造時に金型部材４に生ま
れる基本的に半径方向の引張り応力を妨げるはたらきをする。補強リング外郭８は繊維長
手方向において著しく低い、場合によっては、使用される炭素繊維材料によってはむしろ
マイナスの熱膨張係数を有する。このことは、この補強リング外郭８は加熱時にほとんど
熱膨張を示さないという結果をもたらす。
【００２６】
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　他方、内側の支えリング９はやはり強化構造の炭素繊維複合材料から成るリング、特に
好ましくは炭素繊維から成る織物体または編上げ体によって構成されるので、補強リング
外郭８において全面的に正確に同一方向に整列される巻き付け繊維とは異なり、織物状の
支持構造が生まれる。繊維織物体または繊維編上げ体の使用は、さまざまな幾何学形状の
形状を生み出すことを可能にし、たとえば、内側の支えリング９に内側に突き出るフラン
ジまたは突起１１を形成する場合に有利である。このことは、補強リング外郭８を形成す
るために巻き付けによる単独整列繊維を使う場合には、メカニカルな特性を犠牲にしない
限り不可能である。そのため、内側の支えリング９には応力を生み出す機能は無く、従っ
て補強機能も生まれない。圧縮応力のための機能は補強リング外郭８のみが引き受けるこ
とになる。内側の支えリング９は基本的に、－　この場合のように　－　たとえば、金型
部材要素を支えるために必要となるなんらかの幾何学的な形状および形態を提供する機能
を有する。
【００２７】
　さて、図１のように上金型２が収められる高周波加熱装置１７を使用し、上金型２が加
熱されると、金型部材４ないしは金型部材要素５、６は、黒鉛またはセラミックの材料の
固有の熱膨張係数に応じて基本的に半径方向に熱膨張する。その結果、増大する膨張に伴
い、金型部材要素５、６の間の隙間が閉じ、そしてまた支えリング９に対する隙間も閉じ
る。膨張が強いほど、金型部材４は半径方向において補強リング７に強く接触する。補強
リング７ないしは補強リング外郭８は極度の高温にもかかわらず膨張をもたらすが、また
は示しても減殺可能の膨張となるが、金型部材４はその固有の膨張により補強リング７に
強くプレスされるので、補強リング７を介して強い圧縮応力が金型部材４に誘導される。
すると、この圧縮応力が鍛造時に発生する引張り応力を妨げる作用をする。隙間ないしは
遊びｄの設定は、誘導された圧縮応力が加工温度において予め設定された値になるように
、補強リング７、この場合特に補強リング外郭８を含む金型部材の使用材料の膨張係数を
考慮に入れておこなわれる。すなわち、鍛造の際に金型部材４に生じる引張り応力ならび
にその方向を算出しうることは可能であるので、発生した圧縮応力がプレス時に発生する
引張り応力をおおむね相殺するように、加工温度を基準とする遊びが設定されうる。
【００２８】
　図２は下金型３を示す。この下金型の金型部材４はさらに２つの金型部材要素５、６か
ら構成される。これらの金型部材要素は補強リング外郭８と内側の支えリング９とから成
る補強リング７に収められている。しかし、この図では、下金型３は高周波加熱装置１７
によりすでに加工温度または僅かにそれ以下に加熱された状態である。図に見るように、
常温（図１参照）ではまだ存在していた隙間ｄは全て閉じた状態となっている。
【００２９】
　図１および図２に示す鍛造金型１は基本的に冷間－熱間工程技術を実現できるように構
成されている。すなわち、この鍛造金型は成形機械に固定的に連結されず、プレス機械の
外で冷間状態にて、すなわち、常温で組立てられる。その彫型キャビティ１０に装入され
る素材は冷間の状態であってもよいし、または予加熱された状態であってもよい。次に、
両方の鍛造金型要素、すなわち、上金型２と下金型３とが酸化防止のために真空または不
活性ガスが支配しているプレスチャンバーに適切な出入口から送り込まれる。上金型２と
下金型３とはプレスチャンバー内で、たとえば、１２００－１３００℃の所要成形温度に
まで高周波加熱（図に示す）または放射加熱により加熱される。鍛造温度に達したあと、
鍛造金型１は成形プレスの、やはりこの温度に達しているプレスプレートの間に装填され
、そして素材の成形のための成形過程が所定の低い速度でおこなわれる。次いで、鍛造金
型は成形プレスから取り出され、成形された部品と共に不活性ガスの中で冷却され、出入
口から再び排出され、そのあと部品は取り出され、新しい素材が装入される。
【００３０】
　上金型２と下金型３とが正しい相関関係を保って動かされることを確実にするために、
実施例では１つの強制ガイドが設けられる。この強制ガイドはこの実施例では２つのボル
ト１８から成り、それらのボルトは適切なボルト孔に収められている。上金型には適切な
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ボルトガイド１９が設けられ、このガイドにボルト１８は鍛造金型が合わせられるとき潜
り込み、案内される。ボルト１８も優れた形態としては黒鉛または適切なセラミック材料
により構成される。ボルトも織物または繊維で強化してよい。
【００３１】
　図３－５は本発明の鍛造金型１の別の実施態様を示す。この鍛造金型も図３に示す上金
型２と図５に示す下金型３とから成る。両方の金型はそれぞれ金型部材４を有する。金型
部材４はそれぞれ２つの金型部材要素５、６から成る。これらの金型部材要素５、６は補
強リング７の中に収められる。この補強リング７は補強リング外郭８と内側の支えリング
９とから成る。この場合でも、全ての要素は、図１に述べたように、常温状態で互いに遊
びをもって設けられる。ただし、単純化のために、図３および５には二つの鍛造金金型は
すでに加熱された状態として示される。従って、それぞれの金型部材４は完全に膨張して
しまっており、補強リング７に密着し、その結果、この補強リング７を通じて圧縮応力が
金型部材４に導入される状態となっている。
【００３２】
　しかし、こちらに述べる実施例では、内側の支えリング９は図１および２に掲げる実施
例の支えリング９とは異なる形態である。この場合も支えリングの片側には半径方向内側
に向いている突起１１が設けられ、支えリング９の他方の側は完全に閉じられ、すなわち
、上の（図３）底板ないしは下の底板（図５）２０が設けられるのである。それ故、この
底板２０を介して、全上金型２ないしは全下金型３は対応のプレスプレートに固定される
ことが可能となる。その固定のために、図示してないが、それぞれの底板２０には、その
固定を可能にするための連結ネジまたは同類の機素を収めるための貫通孔が設けられる。
図３、４、５に示す鍛造金型は熱間加工技術を想定して構成される鍛造金型である。すな
わち、上金型２および下金型３は常に成形プレス内にとどまり、取り出されない。取り出
されるのは成形後の素材だけである。これは要するに、上金型２および下金型３は連続的
に常温の状態で推移するということである。この場合、-　図２の彫型キャビティ１０と
は異なり　-　離型のために、下金型の彫型キャビティ１０には１つの区画に垂線に対し
て軽い角度αのある離型斜面２４が付いている。ここでも、ボルト１８およびボルトガイ
ド１９による強制ガイドを介して互いに強制的に案内される金型部材を分離するとき、鍛
造部品は上金型２に残ったままである。このプレス部品を上金型から取り除くために、金
型部材要素５、６の間の隙間が少し開き、鍛造された部品がその自重により上金型から抜
け落ち、そして簡単なマニプレータを使って鍛造金型から取り出されうるように冷却され
る。
【００３３】
　図４は図３の上金型の彫型キャビティ１０を下から見た平面図である。図に見る通り、
補強リング７の内側の支えリング９の突起１１は約２４０°だけ回り走行する。このこと
は、両方の金型部材要素５、６を他の側が閉じられている鍋に似た支えリング９の中に入
れ込むことを可能にする。しかし、両方の金型部材要素５、６は、それらはすでに述べた
ように常温で互いにそして補強リングに対しても遊びを有するにもかかわらず、安定的に
そして落下することなく案内される。さらに、図４には、この実施例では合計４のボルト
ガイド１９が設けられることが示される。すなわち、図５には２本のボルトが示されるが
、下金型にも４本のボルト１８が設けられる。
【００３４】
　最後に、図６は鍛造金型１の別の実施例を示す。この図では上金型２だけが示される。
この上金型２は　-　当然ながら適切な方法によりまた下金型も　-　合計で８個の単独の
金型部材要素から構成される。この場合、金型部材要素２１はすべて同一に形態であるが
、ただ２つの金型部材要素２２および２３の形状および彫型キャビティの点で異なる形態
に構成される。いずれにしても、１つだけの彫型キャビティを有する、これまで述べてき
た実施例とは異なり、ここでは７つの彫型キャビティ１０が実現される。ここでも、個々
の金型部材要素２１、２２、２３の間の分離線は、金型部材要素を互いに弛めるときにそ
れぞれの彫型キャビティが開くように形成されている。このことは、図１および２ないし
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は３－５に示す実施例の金型部材要素５、６のケースでもある。すなわち、金型部材が開
くとき、彫型キャビティも自動的に開くのである。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明による第１実施態様の上金型の断面図。
【図２】所属の下金型の断面図。
【図３】本発明による第２実施態様の上金型の断面図。
【図４】図３の上金型の彫型キャビティ側を俯瞰できる平面図。
【図５】所属の下金型。
【図６】複数の彫型キャビティを有する第３の実施態様の鍛造金型の平面図。
【符号の説明】
【００３６】
１　　鍛造金型　　　　　　　２　　上金型　　　　　　　３　　下金型
４　　金型部材　　　　　　　５，６　金型部材要素　　　７　　補強リング
８　　補強リング外郭　　　　９　　支えリング　　　　１０　　彫型キャビティ
１１　突起　　　　　　　　１２，１３　切り欠き　　　１４　　ガイドピン
１５　ガイドピン孔　　　　１６　　差し込み孔　　　　１７　　高周波加熱装置
１８　ボルト　　　　　　　１９　ボルトガイド　　　　２０　　底板
２１，２２，２３　金型部材要素　　　　　　　　　　　２４　　離型斜面

【図１】

【図２】

【図３】
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